
　介護従事者が平成１２年の約５５万人から平成１９年度の約１２４万人と２倍以上に増加しており、今後も引き続き増
加が見込まれるなど、福祉分野の人材の安定的な確保が課題となっている一方、雇用失業情勢は依然として厳しい状
況にあり、他産業から離職を余儀なくされた非正規労働者を中心に、介護分野に関心を持つ者に等の円滑な再就職を
図るため、本事業の着実な推進を図るとともに、その充実を図る必要がある。

補
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平成２３年度要求において、職業相談員の配置見直しによる職員旅費及び庁費の縮減したところであるが、次の要因により増額
となっているところ。

・　介護雇用管理改善等計画（平成12年労働省告示第106号）において、介護分野における適正かつ円滑な労働力の確保を図る
ため、「公共職業安定所に設置する「福祉人材コーナー」において、潜在的有資格者への利用促進、求職者に対するきめ細かな
職業相談・職業紹介等の就職支援、就職後の職場定着指導、福祉分野の職業訓練等の受講あっせん等の支援を実施するととも
に、求人者に対しては、求人充足に向けたコンサルティング、関連助成金制度等の情報提供等の支援を実施する。」等が掲げら
れている。
・　緊急雇用対策（平成21年10月23日緊急雇用対策本部決定）の「緊急雇用創造プログラム」において、「介護雇用創造」は３つの
重点分野の一つとされ、「介護人材確保施策の推進」のための対策の一つとして、『「福祉人材コーナー」をはじめとして全国のハ
ローワークで介護分野の求人開拓を重点実施』が掲げられている。
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一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）　＊補記参照

事業の執行状況を精査し、予算に反映すべき。

執行額 915

執行率 57.2%

総事業費(執行ベース) 915

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　本事業は国直轄事業であり、事業実施における状況把握については、四半期ごとに各都道府県労働局が公共職業
安定所に設置されている福祉人材コーナーの実績をとりまとめ、厚生労働省に報告する。

見直しの
余地

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　全国の主要な公共職業安定所に「福祉人材コーナー」を設置し、求職者に対するきめ細かな職業相談・職業紹介、求
人者に対する求人充足に向けての助言・指導等を行うとともに、非正規労働者総合支援センター等において、他産業
からの離職を余儀なくされた非正規労働者を中心に、介護分野に関心を持つ者等に対する職業情報の提供等及び必
要に応じた「福祉人材コーナー」の利用勧奨等の支援を行う。

実施状況

(平成21年度)
・新規相談者数　37,034人
・福祉関係職種への就職件数　15,896件

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 1,601 1,381 1,515

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

雇用保険法第62条第1項第5号
関係する計
画、通知等

介護雇用管理改善等計画（平成12年労働省告示第
106号）、緊急雇用対策（平成21年10月23日緊急雇用
対策本部決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　福祉分野(介護・医療・保育)については、今後一層のサービス需要の増大が見込まれ、質の高い人材の確保が課題
となっていること、雇用失業情勢は依然として厳しい状況にあり、他産業からの離職を余儀なくされた非正規労働者を
中心に、介護分野に関心を持つ者等の円滑な再就職を図る必要があることから、公共職業安定所の福祉分野におけ
るサービス提供体制の整備及びマッチング機能の強化を図る。

事業番号 683

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 福祉人材確保重点プロジェクト推進費
事業開始
年度

平成21年度 作成責任者

担当部局庁 職業安定局 担当課室 首席職業指導官室 首席職業指導官

会計区分 労働保険特別会計・雇用勘定 上位政策
公共職業安定機関等における需給調整機能の強化
及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

A：都道府県労働局（４７局）
９０９百万円

【予算示達】

・ 相談員経費

・ 福祉人材コーナー運営経費等

厚生労働省
９１５百万円

「うち本省事務費 ６百万円」

（福祉人材確保重点プロジェクト）



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 909 計 0

相談員経費 福祉人材確保連携推進員に係る経費 345

相談員経費 職業相談員（福祉人材担当）に係る経
費

138

相談員経費 職業相談員（福祉人材誘導）に係る経費 283

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.都道府県労働局（４７局） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

その他（事務
費）

福祉人材コーナー運営費等 143

費　目 使　途 金　額
(百万円）


